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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第64期

第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年６月30日

自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 (百万円) 124,775 126,125 487,189

経常利益 (百万円) 8,342 8,068 22,211

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(百万円) 5,632 5,422 14,593

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,727 5,423 15,259

純資産額 (百万円) 108,354 119,964 116,625

総資産額 (百万円) 241,686 271,736 269,121

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 145.06 139.63 375.81

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 136.32 131.18 353.07

自己資本比率 (％) 44.8 44.1 43.3
 

(注) 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性がある

と認識している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての

重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
（1）財政状態の状況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2,615百万円増加し、271,736百万円とな

りました。これは主に、流動資産のその他に含まれている未収入金、現金及び預金が減少したものの、新規出

店・既存店の改装等に係る投資により有形固定資産が増加したためであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ723百万円減少し、151,771百万円となりま

した。これは主に、借入金、流動負債及び固定負債のその他に含まれているリース債務が増加したものの、流

動負債のその他に含まれている未払金及び未払費用、未払法人税等、賞与引当金が減少したためであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ3,338百万円増加し、119,964百万円とな

りました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したためでありま

す。

 
（2）経営成績の状況

当社グループは、「地域のすべての方々の食生活をより豊かに、より楽しく」を長期ビジョンとして掲げ、

企業価値の創造と持続的な成長に向け取り組んでおります。消費者の「価格志向」が強まり、「消費の二極

化」とも言われる状況が加速することを想定して、グループ全体で「価格対応」に注力してまいります。

 
当第１四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、国内外のマクロ経済活動の先行

きは極めて不透明な状況となっております。しかしながら、当社グループは、「地域のライフラインとして可

能な限り通常どおり営業を継続すること」を基本方針として取り組み、「外出自粛」や生活様式の変化の影響

を受け、「巣ごもり需要」が継続した結果、既存店の売上高は底堅く推移しました。

 
当社は、「ミールソリューションの充実」と「価格コンシャスの強化」を基本方針とし、第10次中期経営計

画（2022年３月期～2024年３月期）においては、「『２割強い店づくり』の実現」をメインテーマに掲げてお

ります。オンライン取引を含めて、食品マーケットにおける業界垣根を越えた厳しい競争が想定されるなか、

まずはこの３年間で同業他社との競争からは抜け出すべく、「価格対応」、「個店の販売力強化」、「独自の

商品開発・開拓」、「生産性の向上」の重点施策に取り組んでおります。

 
［商品・販売戦略］

商品面につきましては、当社の独自化・差別化につながる品揃えを実現するべく、ミールソリューションの

充実に注力いたしました。特に、自粛生活の長期化に伴う「家事疲れ」の機会を捉え、デリカ部門における販

売が好調に推移しました。「Ｙｅｓ！ＹＡＯＫＯ」などプライベートブランドについては、新規商品をリリー

スしました。

販売面につきましては、ＥＤＬＰ（常時低価格施策）や「厳選100品」の取組みなど「価格コンシャス」を強

力に推進しました。また、販促原資を有効活用すべく、エリア特性に応じた販促企画を実施しております。

 
［運営戦略］

デリカ・生鮮センターを積極的に活用することで、店舗の生産性向上と「製造小売り」としての利益創出を
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両立させることができました。また、プロセスセンター機能を持った熊谷デリカ・生鮮センターの開設に向け

て、準備を進めております。

新型コロナウイルス感染症対策として、当社の店舗営業では、店内一部設備の使用中止、惣菜・ベーカリー

部門のバラ売り販売中止、お客さま用アルコール消毒液の設置、ソーシャルディスタンスの実施などに取り組

み、安全対策としては、社員の健康チェックの実施、手洗い及びアルコール消毒の徹底、マスク着用、レジ部

門での透明フィルムの設置などの対応を実施してまいりました。

 
［育成戦略］

カイゼンと並行して、働き方に対する意識改革、労働環境を改善する取組みを継続いたしました。また、単

品量販を企図した販促企画を通じて商品を育成しつつ、商売の楽しさを経験することにより社員ひとりひとり

の成長に繋げることを目的に、チャレンジ企画の取組みを拡充しております。

新型コロナウイルス感染状況に応じて、会議体や各種研修を開催するほか、幹部候補生に対する研修の試み

をスタートしております。

 
［出店・成長戦略］

新規出店として、４月に三浦初声店（神奈川県三浦市）と八千代緑が丘店（千葉県八千代市）、５月に府中

フォーリス店（東京都府中市）を開設いたしました。加えて、既存店の活性化策としまして、１店舗の大型改

装を実施しました。

また、店舗を拠点とするヤオコーネットスーパーにつきましては、３月24日に一部の個人情報の漏洩が判明

し、原因究明とシステム改修のため、ヤオコーネットスーパー、ヤオコーネットクラブ、ヤオコーアプリ（一

部サービス）を停止しておりましたが、システム改修が終了したため、ネットクラブおよびアプリのサービス

を７月５日に再開しました。さらに、ネットスーパーのサービスについて、７月22日より順次再開しておりま

す。お客さまをはじめ皆さまには大変なご心配とご迷惑をおかけする事態に至りましたことを深くお詫びいた

します。

 
当社グループの株式会社エイヴイでは、「圧倒的な低価格」と「徹底したローコスト運営」を基本方針と

し、その具現化を図る施策や取組みを鋭意進めております。また、株式会社フーコットにおいては、１号店の

開設に向けた準備を進めております。当社グループは、引き続きグループ各社それぞれの長所・強みを活かし

ながら、グループ全体で商圏シェアを高めてまいります。

 
2021年６月30日現在の店舗数は、グループ全体で184店舗（ヤオコー172店舗、エイヴイ12店舗）となってお

ります。

 
これらの結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は126,125百万円（前年同期比1.1％増）、営業利

益は8,134百万円（同2.3％減）、経常利益は8,068百万円（同3.3％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は5,422百万円（同3.7％減）となりました。

 
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、消費者による「外出自粛」の傾向が続けば、業績面ではプラスに寄与

する可能性があるものの、景気後退や雇用不安などを主因とする「生活防衛意識」の高まりから、「消費の二

極化」と言われる状況が加速され、従来以上に価格競争が激化する可能性もあります。

今後におきましても、お客さまと従業員の感染を防ぐことを第一に考え、感染状況を考慮しながら、適宜、

新型コロナウイルス感染症の対策を行っていく計画です。
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なお、当社グループは、スーパーマーケット事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載して

おりません。

 
（注）「ミールソリューション」とは、お客さまの毎日の食事の献立の提案や料理のアドバイスなど食事

に関する問題の解決のお手伝いをすること。

「価格コンシャス」とは、お客さまが買いやすい値段、値頃（ねごろ）を常に意識して価格設定を

行うこと。

 
（3） 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

 

（4） 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

（5） 研究開発活動

該当事項はありません。

 

（6） 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、従業員数に著しい増減はありません。

 

（7） 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

（8） 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備に著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における

計画に著しい変更はありません。

 
（9） 経営成績に重要な影響を与える要因

当第１四半期連結累計期間において、重要な変更及び新たに生じたものはありません。

 
（10） 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの資本の財源及び資金の流動性について、主として営業活動により得られた資金のほか、金融

機関からの借入及び社債の発行により必要資金を調達しており、新規出店、既存店の改装等の設備資金及び店

舗運営費用、販売費及び一般管理費等の運転資金需要に対応しております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,634,000

計 54,634,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2021年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 40,013,722 40,013,722
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100
株であります。

計 40,013,722 40,013,722 － －
 

 

（2）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 
（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年４月１日から
2021年６月30日

－ 40,013,722 － 4,199 － 3,606

 

 

（5）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（6）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

① 【発行済株式】

2021年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － －

445,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

395,481 －
39,548,100

単元未満株式
普通株式

－ －
20,522

発行済株式総数 40,013,722 － －

総株主の議決権 － 395,481 －
 

(注）１　「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度の信

託財産として、株式会社日本カストディ銀行が所有している当社株式734,000株が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2021年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ヤオコー

埼玉県川越市
新宿町１丁目10番地１

445,100 － 445,100 1.11

計 － 445,100 － 445,100 1.11
 

（注）自己名義所有株式数には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社

日本カストディ銀行が所有している当社株式734,000株を含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2021年４月１日から2021

年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表

について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 32,080 31,081

  売掛金 7,044 6,956

  商品及び製品 8,126 8,799

  原材料及び貯蔵品 244 243

  その他 10,596 9,354

  流動資産合計 58,091 56,436

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 68,312 69,521

   土地 72,922 77,022

   その他（純額） 28,399 28,422

   有形固定資産合計 169,634 174,966

  無形固定資産   

   のれん 1,015 761

   その他 7,014 6,881

   無形固定資産合計 8,030 7,643

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 7,019 6,157

   差入保証金 19,998 20,272

   その他 6,316 6,233

   投資その他の資産合計 33,333 32,662

  固定資産合計 210,999 215,272

 繰延資産 29 27

 資産合計 269,121 271,736
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 31,314 30,664

  1年内返済予定の長期借入金 12,639 12,108

  未払法人税等 4,138 1,995

  賞与引当金 2,611 1,657

  その他 18,584 13,262

  流動負債合計 69,287 59,688

 固定負債   

  社債 15,047 15,043

  長期借入金 45,437 53,139

  繰延税金負債 1,111 1,124

  再評価に係る繰延税金負債 34 34

  役員退職慰労引当金 225 226

  執行役員退職慰労引当金 31 32

  株式給付引当金 1,980 1,966

  役員株式給付引当金 179 188

  退職給付に係る負債 4,039 4,105

  資産除去債務 4,914 4,955

  その他 10,205 11,264

  固定負債合計 83,207 92,082

 負債合計 152,495 151,771

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,199 4,199

  資本剰余金 7,017 7,017

  利益剰余金 113,716 117,042

  自己株式 △4,767 △4,754

  株主資本合計 120,166 123,504

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 194 165

  土地再評価差額金 △3,370 △3,370

  退職給付に係る調整累計額 △364 △335

  その他の包括利益累計額合計 △3,540 △3,539

 純資産合計 116,625 119,964

負債純資産合計 269,121 271,736
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 124,775 126,125

売上原価 92,287 93,799

売上総利益 32,487 32,326

営業収入 5,149 5,397

営業総利益 37,637 37,723

販売費及び一般管理費 29,309 29,589

営業利益 8,328 8,134

営業外収益   

 受取利息 24 25

 受取配当金 4 4

 補助金収入 98 92

 その他 26 22

 営業外収益合計 153 144

営業外費用   

 支払利息 136 205

 その他 3 6

 営業外費用合計 139 211

経常利益 8,342 8,068

特別利益   

 固定資産売却益 － 1

 賃貸借契約違約金収入 0 －

 特別利益合計 0 1

特別損失   

 固定資産売却損 － 0

 固定資産除却損 13 8

 特別損失合計 13 9

税金等調整前四半期純利益 8,330 8,060

法人税、住民税及び事業税 1,881 1,763

法人税等調整額 815 874

法人税等合計 2,697 2,637

四半期純利益 5,632 5,422

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,632 5,422
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益 5,632 5,422

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 52 △29

 退職給付に係る調整額 41 29

 その他の包括利益合計 94 0

四半期包括利益 5,727 5,423

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 5,727 5,423
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 
（会計方針の変更）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。

 
（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当第１四半期連結累計期間において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りに

重要な変更はありません。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

減価償却費 2,490百万円 2,657百万円

のれんの償却額 253百万円 253百万円
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（株主資本等関係）

　　前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日
定時株主総会

普通株式 1,374 35.00 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金
 

（注）2020年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制

度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社が保

有する当社株式に対する配当金15百万円が含まれております。

なお、JTCホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信託

銀行株式会社は、2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

　　当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月22日
定時株主総会

普通株式 2,097 53.00 2021年３月31日 2021年６月23日 利益剰余金
 

（注）2021年６月22日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制

度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式に対する配当金38百万円が含まれており

ます。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、食品を中心としたスーパーマーケット事業の単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。

（収益認識関係)

当社グループは、スーパーマーケット事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を

分解した情報は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

商品の販売（売上高） 124,775百万円 126,125百万円

その他（営業収入） 5,133百万円 5,384百万円

合計 129,909百万円 131,509百万円
 

（注）四半期連結損益計算書上の営業収入に含まれる顧客との契約から生じる収益以外の収益は、前第１四半期連結

累計期間において15百万円、当第１四半期連結累計期間において13百万円であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益 145円06銭 139円63銭

 (算定上の基礎)   

　親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 5,632 5,422

　普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益(百万円)

5,632 5,422

　普通株式の期中平均株式数(株) 38,831,411 38,836,065

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 136円32銭 131円18銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) △2 △2

（うち受取利息（税額相当額控除後）(百万円)） (△2) (△2)

普通株式増加数(株) 2,472,065 2,481,471

（うち新株予約権付社債(株)） (2,472,065) (2,481,471)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注) 「株式給付信託」及び「役員向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行が保有す

る当社株式は、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中

平均株式数は、前第１四半期連結累計期間444千株、当第１四半期連結累計期間732千株であります。

 
（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2021年８月６日

株式会社ヤオコー

取締役会  御中

　

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

東京都中央区
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 村　田　征　仁 ㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　村　仁　士 ㊞

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤオ

コーの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤオコー及び連結子会社の2021年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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